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評 価 農 薬 基 準 値 一 覧 

 

農薬名 基準値 

（μg/L） 

設定根拠 

１ アンバム 89 藻類 

２ エンドタール二カリウム塩及び 

エンドタール二ナトリウム塩 

エンドタールとして 

1,800 

甲殻類等 

３ テトラジホン 6.0 魚類 

４ テフルベンズロン 0.37 甲殻類等 

５ マンゼブ 12 藻類 

６ 塩基性塩化銅、塩基性硫酸銅、 

無水硫酸銅、硫酸銅五水和物及び 

水酸化第二銅 

銅として 

0.38 

甲殻類等 
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水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準として 

環境大臣が定める基準の設定に関する資料 

アンバム 

 

Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．物質概要 

化学名 

(IUPAC) 
ジアンモニウム＝エチレンビス（ジチオカルバマート） 

分子式 C4H14N4S4 分子量 246.4 CAS NO. 3566-10-7 

構造式 

 

 

２．作用機構等 

アンバムは、エチレンビスジチオカーバメート系の殺菌剤であり、ＳＨ酵素や金属

酵素を阻害することにより殺菌活性を有すると考えられている。 

本邦での初回登録は 1960 年である。 

製剤は液剤が、適用農作物等は果樹、樹木、花き等がある。 

申請者からの聞き取りによると、原体の国内生産量は、2.1t（平成 26 年度※）、1.9t

（平成 28 年度）であった。 

※年度は農薬年度（前年 10 月～当該年 9月） 

 

３．各種物性 

外観・臭気 
無色～淡黄色結晶、 

弱いアミン臭 
土壌吸着係数※ KF

ads
OC ＝ 360－2,300 

融点 
124℃付近で分解するため

測定不能 

オクタノール

／水分配係数 

logPow＝ ＜ － 2.33 

        （25 ℃、pH9.1） 

沸点 
124℃付近で分解するため

測定不能 
生物濃縮性 － 

蒸気圧 
高濃度のアンバムが精製

できないため測定不能 
密度 1.2 g/cm3（57.4%水溶液、20℃） 

※アンバム及びマンゼブは、水中において、両者ともエチレンビスジチオカルバミン酸（EBDC）に

なることから、アンバムの土壌吸着及び水中における動態をマンゼブの試験成績から類推すること

が可能であると考えられるため、アンバムの土壌吸着及び水中動態試験成績をマンゼブの試験成績

で代替した。 
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加水分解性※ 

半減期 

36.0 時間（25℃、pH5） 

54.6 時間（25℃、pH7） 

15.9 時間（25℃、pH9） 

水溶解度 
任意の割合で混ざるため測定 

不能 

半減期 

2.2 時間（25.4℃、pH5） 

5.5 時間（25.4℃、pH7） 

14.1 時間（25.4℃、pH9） 

半減期 

約 20 時間（25℃、pH5） 

約 17 時間（25℃、pH7） 

約 34 時間（25℃、pH9） 

水中光分解性※ マンゼブは水中で速やかに分解するため算出不能 

※アンバム及びマンゼブは、水中において、両者ともエチレンビスジチオカルバミン酸（EBDC）に

なることから、アンバムの土壌吸着及び水中における動態をマンゼブの試験成績から類推すること

が可能であると考えられるため、アンバムの土壌吸着及び水中動態試験成績をマンゼブの試験成績

で代替した。 

 

Ⅱ．水産動植物への毒性 
１．魚類 

（１）魚類急性毒性試験［ⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 1,700 μg/L であった。 

 

表１ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 液剤 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 48時間後に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 1,040 1,560 2,340 3,510 5,250 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 432 555 815 1,720 2,500 

死亡数/供試生物数 

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 0/10 0/10 2/10 10/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 1,700（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 
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２．甲殻類等 

（１）ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 

1,000 μg/L であった。 

 

表２ ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 液剤 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 520 1,040 2,080 4,160 8,320 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 146 325 648 1,400 3,220 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 4/20 9/20 5/20 10/20 16/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 
1,000（95%信頼限界 540－2,300）（実測濃度（有効成分換算値）

に基づく） 
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３．藻類 

（１）藻類生長阻害試験［ⅰ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 89.6 μg/L であった。 

 

表３ 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 液剤 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 9.01～9.71×103cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 52 104 208 416 832 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効線分換算値） 

0 12.3 25.2 43.4 149 200 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

68.5 56.8 43.1 24.7 4.62 1.89 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 4.4 11 24 63 84 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 
89.6（95%信頼限界 81.1－99.3）（実測濃度（有効成分換算値）に

基づく） 
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Ⅲ．水産動植物被害予測濃度（水産 PEC） 

１．製剤の種類及び適用農作物等 

 農薬登録情報提供システム（（独）農林水産消費安全技術センター）によれば、本

農薬は製剤として液剤があり、適用農作物等は果樹、樹木、花き等がある。 

 

２．水産 PEC の算出 

（１）非水田使用時の PEC 
非水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第

1 段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準

拠して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

表４ PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：地表流出） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 桑 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

16,050 

剤  型 53.5%液剤 Driver：河川ドリフト率（%) － 

当該剤の単回・単位

面積当たり最大 

使用量 

※算出値 

3,000mL/10a 

(100 倍に希釈した

薬液を 10a 当たり

300L 使用) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） － 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） － 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Ru:畑地からの農薬流出率（%） 0.02 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） 37.5 

fu：施用法による農薬流出係数（-） 1 

 

これらのパラメーターより非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

（２）水産 PEC 算出結果 

   （１）より水産 PEC は 0.063 μg/L となる。 

非水田 PECTier1による算出結果 0.063 μg/L 
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Ⅳ．総 合 評 価 

１．水産動植物の被害防止に係る登録保留基準値 

各生物種の LC50、EC50は以下のとおりであった。 

魚類［ⅰ］（コイ急性毒性）              96hLC50   ＝  1,700   μg/L 

甲殻類等［ⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50   ＝  1,000   μg/L 

藻類［ⅰ］（ムレミカヅキモ生長阻害）         72hErC50  ＝     89.6 μg/L 

 

 

魚類急性影響濃度（AECf）については、魚類［ⅰ］の LC50（1,700μg/L）を採用

し、不確実係数 10 で除した 170μg/L とした。 

 

甲殻類等急性影響濃度（AECd）については、甲殻類等［ⅰ］の EC50（1,000μg/L）

を採用し、不確実係数 10 で除した 100μg/L とした。 

 

藻類急性影響濃度（AECa）については、藻類［ⅰ］の ErC50（89.6μg/L）を採用

し、89.6μg/L とした。 

 

これらのうち最小の AECa より、登録保留基準値は 89μg/L とする。 

 

２．リスク評価 

水産 PEC は 0.063μg/L であり、登録保留基準値 89μg/L を超えていないことを確

認した。 

 

＜検討経緯＞ 

 平成 28 年 10 月 12 日 平成 28 年度水産動植物登録保留基準設定検討会（第４回） 

 平成 28 年 11 月 11 日 中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 54 回） 
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水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準として 

環境大臣が定める基準の設定に関する資料 

エンドタール二カリウム塩及びエンドタール二ナトリウム塩 

 

Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．物質概要 

（１）エンドタール二カリウム塩 

化学名 

(IUPAC) 

７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプタン－２，３－ジカルボン酸二カリウム

塩 

分子式 C8H8K2O5 分子量 262.3 CAS NO. 2164-07-0 

構造式 

 

 

（２）エンドタール二ナトリウム塩 

化学名 

(IUPAC) 

７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプタン－２，３－ジカルボン酸二ナトリウ

ム塩 

分子式 C8H8Na2O5 分子量 230.1 CAS NO. 129-67-9 

構造式 
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＜注＞ 

 （１）及び（２）の物質は水系ではエンドタールのイオンとして存在するため、エ

ンドタールとして基準値を設定するものとする。 

 

エンドタール 

化学名 

(IUPAC) 
７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプタン－２，３－ジカルボン酸 

分子式 C8H10O5 分子量 186.2 CAS NO. 145-73-3 

構造式 

 

 

 

２．作用機構等 

エンドタールは、非ホルモン型の接触型除草剤であり、その作用機構は呼吸作用、

脂質代謝、タンパク質合成等の阻害により正常な細胞分裂を阻害するものである。 

 

（１）エンドタール二カリウム塩 

エンドタール二カリウム塩は本邦では未登録である。 

製剤は液剤が、適用農作物等は芝として登録申請されている。 

 

（２）エンドタール二ナトリウム塩 

エンドタール二ナトリウム塩の初回登録は 1995 年である。 

製剤は粒剤及び液剤が、適用農作物等は芝がある。 

申請者からの聞き取りによると、原体の国内生産及び輸入は過去３年間は行わ

れていないとのことであった。 
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３．各種物性 

外観・臭気 

白色結晶、軽度の特異臭 

土壌吸着係数 

KF
ads
OC ＝ 380－6,900（25℃） 

黄褐色粉末、 

僅かに麝香様香 
－ 

融点 
109.0－113.0℃ オクタノール

／水分配係数 

logPow ＝ -2.14（25℃） 

＞ 360℃ logPow ＝ ＜ 1（25℃） 

沸点 
－ 

生物濃縮性 － 
－ 

蒸気圧 
0.99×10-3 Pa（25℃） 

密度 
1.5 g/cm3（20℃） 

－ 0.77 g/cm3（25℃） 

加水分解性 

36 日間安定 

（22℃；pH1、7、11） 

水溶解度 

8.8×107 μg/L（20℃） 

30 日間安定 

（24.8℃；pH5、9） 

半減期 

2,825 日（24.8℃、pH7） 

＞ 6.50×108 μg/L 

（25℃；pH5、7、9） 

水中光分解性 

30 日間安定 

（滅菌緩衝液、pH7、9；25℃、49W/m2、290－385nm） 

8 日間安定（東京春季太陽光換算 39 日） 

（滅菌自然水、pH8.09、25℃、38.3W/m2、300－400nm） 

半減期 

24 時間以内 

（滅菌緩衝液、pH5、25℃、49W/m2、290－385nm） 

－ 

pKa 
pKa1：4.32 pKa2：6.22 （20±1℃） 

pKa1：4.16 pKa2：6.14 （20±1℃） 

   上段：エンドタール一水和物 

   下段：エンドタール二カリウム塩 



エンドタール二カリウム塩及びエンドタール二ナトリウム塩 資料 

 

 10

Ⅱ．水産動植物への毒性 
１．魚類 

（１）魚類急性毒性試験［ⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞71,700 μg/L であった。 

 

表１ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体（エンドタール二カリウム塩） 

供試生物 コイ(Cyprinus carpio) 10 尾/群 

暴露方法 半止水式(暴露開始 48時間後に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（エンドタール換算値） 

0 71,700 

 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 エンドタール換算値） 

0 70,000 

 

死亡数 / 供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） ＞71,700（設定濃度（エンドタール換算値）に基づく） 

 

（２）魚類急性毒性試験［ⅱ］（ブルーギル） 

ブルーギルを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 67,000μg/L であ

った。 

 

表２ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体（エンドタール）※ 

供試生物 ブルーギル(Lepomis macrochirus) 20 尾/群 

暴露方法 流水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（エンドタール換算値） 

0 7,800 13,000 22,000 36,000 60,000 100,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 エンドタール換算値） 

0 8,300 14,000 17,000 23,000 73,000 130,000 

死亡数 / 供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/20 0/20 0/20 0/20 0/20 9/20 20/20 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 67,000（実測濃度（エンドタール換算値）に基づく） 

※本試験の被験物質は酸体であるため、毒性試験の結果には pH 低下の影響も含まれていると考え

られる。
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（３）魚類急性毒性試験［ⅲ］（ニジマス） 

ニジマスを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝49,000μg/L であっ

た。 

 

表３ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体（エンドタール）※ 

供試生物 ニジマス(Oncorhynchus mykiss) 20 尾/群 

暴露方法 流水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（エンドタール換算値） 

0 7,800 13,000 22,000 36,000 60,000 100,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 エンドタール換算値） 

0 13,000 30,000 34,000 57,000 64,000 120,000 

死亡数 / 供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/20 0/20 0/20 2/20 12/20 20/20 20/20 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 49,000 （95%信頼限界 44,000－53,000）（実測濃度（エンドタール

換算値）に基づく） 

※本試験の被験物質は酸体であるため、毒性試験の結果には pH 低下の影響も含まれていると考

えられる。 

 

２．甲殻類等 

（１）ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50  
＞ 18,400μg/L であった。 

 

表４ ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体（エンドタール二ナトリウム塩） 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（エンドタール換算値） 

0 18,400 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、エンドタ

ール換算値） 

0 20,200 

遊泳阻害数/供試生物数

（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） ＞18,400（設定濃度（エンドタール換算値）に基づく） 
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３．藻類 

（１）藻類生長阻害試験［ⅰ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＞ 18,400 μg/L であった。 

 

表５ 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体（エンドタール二ナトリウム塩） 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（エンドタール換算値） 

0 18,400 

実測濃度（μg/L） 

（暴露開始時～暴露終了時、

エンドタール換算値） 

0 19,800～ 

20,100 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

81.2 82.8 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -0.4 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） ＞18,400（設定濃度（エンドタール換算値）に基づく） 
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Ⅲ．水産動植物被害予測濃度（水産 PEC） 

１．製剤の種類及び適用農作物等 

 申請者より提出された農薬抄録及び農薬登録情報提供システム（（独）農林水産消

費安全技術センター）によれば、本農薬の製剤及び適用農作物等は以下のとおりである。 

 

（１）エンドタール二カリウム塩 

  製剤は液剤があり、適用農作物等は芝として登録申請されている。 

 

（２）エンドタール二ナトリウム塩 

  製剤は粒剤及び液剤があり、適用農作物等は芝がある。 

 

２．水産 PEC の算出 

（１）非水田使用時の PEC 
非水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第

1 段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準

拠して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

①エンドタール二カリウム塩 

 

表６ PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：地表流出） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 芝 

I：単回・単位面積当たりの有効成分

量（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度

を乗じた上で、単位を調整した値 

（製剤の密度は 1g/mL として算出）） 

1,800※ 

剤 型 2.11%液剤 Driver：河川ドリフト率（%） － 

当該剤の単回・単位

面積当たり最大 

使用量 

12L/10a 

（10a 当たり薬剤

12L を希釈水 200L

に添加) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） － 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） － 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） 0.02 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） 37.5 

fu：施用法による農薬流出係数（-） 1 

※エンドタール換算値 
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これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

②エンドタール二ナトリウム塩 

 

表７ PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：地表流出） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 芝 

I：単回・単位面積当たりの有効成分

量（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度

を乗じた上で、単位を調整した値） 

2,500※ 

剤 型 3.1%粒剤 Driver：河川ドリフト率（%） － 

当該剤の単回・単位

面積当たり最大 

使用量 

10kg/10a 

 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） － 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） － 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） 0.02 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） 37.5 

fu：施用法による農薬流出係数（-） 1 

※エンドタール換算値 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

（２）水産 PEC 算出結果 

   （１）より、最も値の大きい非水田使用時のエンドタール二ナトリウム塩の PEC 算

出結果から、エンドタールとして水産 PEC は 0.0099 μg/L となる。 

非水田 PECTier1による算出結果 0.0071 μg/L 

非水田 PECTier1による算出結果 0.0099 μg/L 
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Ⅳ．総 合 評 価 

１．水産動植物の被害防止に係る登録保留基準値 

各生物種の LC50、EC50は以下のとおりであった。 

魚類［ⅰ］（コイ急性毒性）               96hLC50  ＞ 71,700  μg/L 

魚類［ⅱ］（ブルーギル急性毒性）         96hLC50  ＝ 67,000  μg/L 

魚類［ⅲ］（ニジマス急性毒性）          96hLC50  ＝ 49,000  μg/L 

甲殻類等［ⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）    48hEC50  ＞ 18,400  μg/L 
藻類［ⅰ］（ムレミカヅキモ生長阻害）            72hErC50 ＞ 18,400  μg/L 

 

魚類急性影響濃度（AECf）については、最小である魚類［ⅲ］の LC50（49,000 

μg/L）を採用し、３種（３上目３目３科）以上の生物種試験が行われた場合に該

当することから、不確実係数は通常の 10 ではなく、３種～６種の生物種のデータ

が得られた場合に使用する４を適用し、LC50を４で除した 12,200μg/L とした。 

 

甲殻類等急性影響濃度（AECd）については、甲殻類等［ⅰ］の EC50（＞18,400 

μg/L）を採用し、不確実係数 10 で除した＞1,840μg/L とした。 

 

藻類急性影響濃度（AECa）については、藻類［ⅰ］の ErC50（＞18,400μg/L）を

採用し、＞18,400μg/L とした。 

 

これらのうち最小の AECd より、登録保留基準値はエンドタールとして 1,800 

μg/L とする。 

 

２．リスク評価 

水産 PEC は 0.0099μg/L であり、登録保留基準値 1,800μg/L を超えていないこと

を確認した。 

 

＜検討経緯＞ 

 平成 28 年 10 月 12 日 平成 28 年度水産動植物登録保留基準設定検討会（第４回） 

 平成 28 年 11 月 11 日 中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 54 回） 
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水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準として 

環境大臣が定める基準の設定に関する資料 

テトラジホン 

 

Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．物質概要 

化学名 

(IUPAC) 
４－クロロフェニル＝２，４，５－トリクロロフェニル＝スルホン 

分子式 C12H6Cl4O2S 分子量 356.1 CAS NO. 116-29-0 

構造式 

 

   

２．作用機構等 

テトラジホンは、ジフェニルスルホン骨格を有する殺ダニ剤であり、雌ダニの卵巣

に作用して無精卵化する。 

本邦での初回登録は 1964 年である。 

製剤は水和剤及び乳剤が、適用農作物等は果樹、野菜、樹木、花き等がある。 

申請者からの聞き取りによると、原体の輸入量は 4.3t（平成 26 年度※）であった。 

※年度は農薬年度（前年 10 月～当該年 9月） 

 

３．各種物性 

外観・臭気 
類白色、顆粒粉末、 

弱い芳香臭 
土壌吸着係数 

KF
ads
OC ＝2,300－16,000 

（25℃） 

融点 146℃ 
オクタノール

／水分配係数 
logPow ＝ 4.6（25℃） 

沸点 ＞400℃ 生物濃縮性 
BCFSS ＝2,300（500μg/L）、 

     ＝2,300（5,000μg/L） 

蒸気圧 9.4×10-10 Pa（25℃） 密度 1.7g/cm3（20℃） 

加水分解性 
半 減 期 150 日 間 安 定

（70℃：pH5、7、9） 
水溶解度 60 μg/L（20℃） 
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水中光分解性 

半減期 

6 日 

（滅菌蒸留水、25℃、54.9-57.7 W/m2（300-400nm）、833-861 W/m2（300-800nm）） 

4 日 

（自然水、25℃、54.9-57.7 W/m2（300-400nm）、833-861 W/m2（300-800nm）） 

5.6 日（東京春季太陽光換算 11.6 日） 

（滅菌純水、pH7.3、25℃、1.3975 MJ/m2/day（300-400nm）） 

6.3 日（東京春季太陽光換算 13.1 日） 

（滅菌自然水、pH8.1、25℃、1.3975 MJ/m2/day（300-400nm）） 

 

Ⅱ．水産動植物への毒性 
１．魚類 

（１）魚類急性毒性試験［ⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞ 60μg/L であった。 

 

表１ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ(Cyprinus carpio) 7 尾/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 0 100,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 60 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/7 0/7 

助剤 なし 

LC50（μg/L） ＞60（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 
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２．甲殻類等 

（１）ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＞110 

μg/L であった。 

 

表２ ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 0 100,000 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

 有効成分換算値） 

0 110 

遊泳阻害数/供試生物

数（48hr 後；頭） 

1/20 0/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） ＞110（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 

 

３．藻類 

（１）藻類生長阻害試験［ⅰ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＞ 155 μg/L であった。 

 

表 3 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72ｈ 

設定濃度（μg/L） 0 10,000 18,000 32,000 56,000 100,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 － － 65.2 105 155 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

82.9 83.8 78.1 72.0 63.3 61.1 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -0.3 1.3 3.2 6.0 6.9 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） ＞155（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 

 －：測定せず 
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Ⅲ．水産動植物被害予測濃度（水産 PEC） 

１．製剤の種類及び適用農作物等 

 農薬登録情報提供システム（（独）農林水産消費安全技術センター）によれば、本

農薬は製剤として水和剤及び乳剤があり、適用農作物等は果樹、野菜、樹木、花き等

がある。 

 

２．水産 PEC の算出 

（１）非水田使用時の PEC 
非水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第

1 段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準

拠して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

表 4 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha）(左側の最大使用量

に、有効成分濃度を乗じた上で、単位を

調整した値（製剤の密度は 1g/mL として

算出）） 

2,520 

剤  型 18％水和剤 Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回・単位

面積当たりの最大使

用量 

1,400mL／10a 

（500 倍に希釈した 

薬剤を 10a 当たり

700L 散布） 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散布 

Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

（２）水産 PEC 算出結果 

（１）より水産 PEC は 0.040μg/L となる。 

 

非水田 PECTier1による算出結果 0.040 μg/L  
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Ⅳ．総 合 評 価 

１．水産動植物の被害防止に係る登録保留基準値  

各生物種の LC50、EC50は以下のとおりであった。 

魚類［ⅰ］（コイ急性毒性）              96hLC50   ＞  60  μg/L 

甲殻類等［ⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50   ＞ 110  μg/L 

藻類［ⅰ］（ムレミカヅキモ生長阻害）         72hErC50  ＞ 155  μg/L 

 

魚類急性影響濃度（AECf）については、魚類［ⅰ］の LC50（＞60μg/L）を採用

し、不確実係数 10 で除した＞6.0μg/L とした。 

 

甲殻類等急性影響濃度（AECd）については、甲殻類等［ⅰ］の EC50（＞110μg/L）

を採用し、不確実係数 10 で除した＞11μg/L とした。 

 

藻類急性影響濃度（AECa）については、藻類［ⅰ］の ErC50（＞155μg/L）を採

用し、＞155μg/L とした。 

 

これらのうち最小の AECf より、登録保留基準値は 6.0μg/L とする。 

 

２．リスク評価 

水産 PEC は 0.040μg/L であり、登録保留基準値 6.0μg/L を超えていないことを確

認した。 

 

＜検討経緯＞ 

 平成 28 年 10 月 12 日 平成 28 年度水産動植物登録保留基準設定検討会（第４回） 

 平成 28 年 11 月 11 日 中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 54 回） 



テフルベンズロン 資料 

 

 21

水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準として 

環境大臣が定める基準の設定に関する資料 

テフルベンズロン 

 

Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．物質概要 

化学名 

(IUPAC) 

１－（３，５－ジクロロ－２，４－ジフルオロフェニル）－３－（２，６－ジフ

ルオロベンゾイル）尿素 

分子式 C14H6Cl2F4N2O2 分子量 381.1 CAS NO. 83121-18-0 

構造式 

 

 

２．作用機構等 

テフルベンズロンは、ベンゾイルフェニル尿素系の殺虫剤であり、その作用機構は

前駆物質である UDP-N-アセチルグルコサミンからキチンが合成されるところを阻害

することである。 

本邦での初回登録は 1990 年である。 

製剤は乳剤が、適用農作物等は果樹、野菜、いも、豆、花き、樹木、芝等がある。 

原体の輸入量は 1.2t（平成 24 年度※）、1.5t（平成 25 年度※）、1.4t（平成 26 年

度※）であった。 

※年度は農薬年度（前年 10 月～当該年 9月）、出典：農薬要覧-2015-（（社）日本植物防疫協会） 

 

３．各種物性 

外観・臭気 

白色（25.5℃）、 

固体・結晶（26.3℃）、 

無臭（25.7℃） 

土壌吸着係数 KF
ads
OC ＝12,000－19,000 

融点 218.8－221.7℃ 
オクタノール

／水分配係数 
logPow ＞ 4.3（20±1℃） 

沸点 
228℃以上で分解のため測

定不能 
生物濃縮性 287（2.0μg/L） 

蒸気圧 
1.3×10-8 Pa（25℃） 

＜5.6×10-8 Pa（35℃） 
密度 1.7g/cm3（20℃） 
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加水分解性 

半減期 

1 年以上（25℃、pH5） 

1 年以上（25℃、H7） 

10 日（25℃、pH9） 

水溶解度 

50 μg/L 

 （19.7-21.2℃、超純水） 

＜10 μg/L 

 （19.4-20.2℃、pH5） 

＜10 μg/L 

 （19.5-20.1℃、pH7） 

110 μg/L 

 （19.4-20.4℃、pH9） 

水中光分解性 

半減期 

9 日（東京春季太陽光換算 75 日） 

（滅菌緩衝液、pH5、820W/m2、300－830nm） 

95.5 時間（東京春季太陽光換算 586.4 時間） 

（滅菌自然水、24.4－25.6℃、607W/m2、290－800nm） 

207 時間（東京春季太陽光換算 1268.9 時間） 

（滅菌蒸留水、24.6－25.6℃、606W/m2、290－800nm） 

67.3 日（東京春季太陽光換算 414 日） 

（滅菌自然水、pH7.43、52.6MJ/m2、300－800nm） 

 

Ⅱ．水産動植物への毒性 
１．魚類 

（１）魚類急性毒性試験［ⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞ 15,700 μg/L であった。 

 

表１ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ(Cyprinus carpio) 10 尾/群 

暴露方法 半止水式(暴露開始 48時間後に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 99,700 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 15,700 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 

助剤 DMSO 0.1mL/L 

LC50（μg/L） ＞15,700（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 
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（２）魚類急性毒性試験［ⅱ］（ニジマス） 

ニジマスを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞80,000 μg/L であっ

た。 

 

表２ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 ニジマス(Oncorhynchus mykiss) 10 尾/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 483,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 80,000 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 

助剤 ポリオキシエチレンソルビタンモノオレアート 0.1mL/L 

LC50（μg/L） ＞80,000（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 

 

２．甲殻類等 

（１）ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 

3.75 μg/L であった。 

 

表３ ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 0.88 1.87 4.11 9.04 19.9 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 0.748 － 3.13 － 19.8 

遊泳阻害数/供試生物

数（48hr 後；頭） 

0/20 3/20 12/20 8/20 17/20 18/20 

助剤 アセトン 0.5mL/L（使用した最大濃度） 

EC50（μg/L） 3.75 （95%信頼限界 2.15－6.86）（実測濃度（有効成分換算値）に

基づく） 
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３．藻類 

（１）藻類生長阻害試験［ⅰ］（イカダモ） 

Desmodesmus subspicatus を用いた藻類生長阻害試験が実施され、72hErC50  

＞ 3.00 μg/L であった。 

 

表４ 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 D. subspicatus 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L）

（有効成分換算値） 

0 20 

実測濃度（μg/L）

（時間加重平均値） 

0 3.00 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

90.0 99.5 

0-72hr 生長阻害率 

（％）※事務局算出 

 

 

-2.5 

助剤 アセトン   0.1mL/L 

ErC50（μg/L） ＞3.00（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 
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Ⅲ．水産動植物被害予測濃度（水産 PEC） 

１．製剤の種類及び適用農作物等 

 農薬登録情報提供システム（（独）農林水産消費安全技術センター）によれば、本

農薬は製剤として乳剤があり、適用農作物等は果樹、野菜、いも、豆、花き、樹木、

芝等がある。 

 

２．水産 PEC の算出 

（１）非水田使用時の PEC 
非水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第

1 段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準

拠して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

表５ PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

350 

剤 型 5％乳剤 Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回単位

面積当たり最大使

用量 

700mL／10a 

（1,000 倍に希釈し

た薬剤を10a当たり 

700L 散布） 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

（２）水産 PEC 算出結果 

   （１）より水産 PEC は 0.0055 μg/L となる。 

非水田 PECTier1による算出結果 0.0055 μg/L 
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Ⅳ．総 合 評 価 

１．水産動植物の被害防止に係る登録保留基準値 

各生物種の LC50、EC50は以下のとおりであった。 

魚類［ⅰ］（コイ急性毒性）              96hLC50 ＞ 15,700     μg/L 

魚類［ⅱ］（ニジマス急性毒性）          96hLC50 ＞ 80,000     μg/L 

甲殻類等［ⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝      3.75  μg/L  

藻類［ⅰ］（イカダモ生長阻害）               72hErC50 ＞     3.00  μg/L 

 

 

魚類急性影響濃度（AECf）については、魚類［ⅰ］の LC50（＞15,700μg/L）を

採用し、不確実係数 10 で除した＞1,570μg/L とした。 

 

甲殻類等急性影響濃度（AECd）については、甲殻類等［ⅰ］の EC50（3.75μg/L）

を採用し、不確実係数 10 で除した 0.375μg/L とした。 

 

藻類急性影響濃度（AECa）については、藻類［ⅰ］の ErC50（＞3.00μg/L）を採

用し、＞3.00μg/L とした。 

 

これらのうち最小の AECd より、登録保留基準値は 0.37μg/L とする。 

 

２．リスク評価 

水産 PEC は 0.0055μg/L であり、登録保留基準値 0.37μg/L を超えていないことを

確認した。 

 

＜検討経緯＞ 

 平成 28 年 10 月 12 日 平成 28 年度水産動植物登録保留基準設定検討会（第４回） 

 平成 28 年 11 月 11 日 中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 54 回） 
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水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準として 

環境大臣が定める基準の設定に関する資料 

マンゼブ 

 

Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．物質概要 

化学名 

(IUPAC) 

マンガン＝エチレンビス（ジチオカルバマート）（ポリメリック）コンプレック

ス亜鉛塩 

分子式 (C4H6MnN2S4)xZny 分子量 269.6 CAS NO. 8018-01-7 

構造式 

 

 

 

２．作用機構等 

マンゼブは、ジチオカーバメート系の殺菌剤であり、ＳＨ酵素や金属酵素を阻害す

ることにより殺菌活性を有すると考えられている。 

本邦での初回登録は 1969 年である。 

製剤は水和剤が、適用農作物等は果樹、野菜、いも、豆、花き、樹木、芝等がある。 

原体の輸入量は 2,729.3t（平成 24 年度※）、2,785.7t（平成 25 年度※）、3,053.6t

（平成 26 年度※）であった。 

※年度は農薬年度（前年 10 月～当該年 9月）、出典：農薬要覧-2015-（（社）日本植物防疫協会） 
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３．各種物性 

外観・臭気 
類白色固体粉末、微かなイ

オウ臭 
土壌吸着係数 KF

ads
OC ＝ 360－2,300 

融点 
190℃で変色・分解するた

め測定不能 

オクタノール

／水分配係数 
logPow ＝ 1.20（22℃） 

沸点 
190℃で変色・分解するた

め測定不能 
生物濃縮性 － 

蒸気圧 測定不能 密度 2.0 g/ml（20℃） 

加水分解性 

半減期 

36.04 時間（25℃、pH5） 

54.60 時間（25℃、pH7） 

15.92 時間（25℃、pH9） 

水溶解度 6±3×103 μg/L（25℃） 

半減期 

2.2 時間（25.4℃、pH5） 

5.5 時間（25.4℃、pH7） 

14.1 時間（25.4℃、pH9） 

半減期 

約 20 時間（25℃、pH5） 

約 17 時間（25℃、pH7） 

約 34 時間（25℃、pH9） 

水中光分解性 分解速く測定不能（滅菌緩衝液、自然水） 
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Ⅱ．水産動植物への毒性 
１．魚類 

（１）魚類急性毒性試験［ⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 4,700 μg/L であった。 

 

表１ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ(Cyprinus carpio) 10 尾/群 

暴露方法 流水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 390 710 1,260 2,280 4,100 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、 

有効成分換算値） 

0 322 － 1,310 － 5,400 

死亡数/供試生物数 

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 1/10 0/10 0/10 6/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 

 

4,700（95％信頼限界 1,400－18,000）（実測濃度（有効成分換算値）に基づ

く） 

－：測定せず 

 

（２）魚類急性毒性試験［ⅱ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝2,040 μg/L であった。 

 

表２ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ(Cyprinus carpio) 10 尾/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 630 1,300 2,500 5,000 10,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

有効成分換算値） 

0 

 

226 524 1,770 2,360 3,570 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 0/10 0/10 10/10 10/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 
2,040（95%信頼限界 1,770-2,360）（実測濃度（有効成分換算値）に基づく） 
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２．甲殻類等 

 

（１）ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 156  

μg/L であった。 

表３ ミジンコ類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 9 16 29 50 90 

160 290 500 900   

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

有効成分換算値） 

0 7.4 12.7 16.9 28.6 － 

81.9 87.3 179 345   

遊泳阻害数/供試生物

数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 0/20 0/20 0/20 

1/20 3/20 11/20 20/20   

助剤 なし 

EC50（μg/L） 156 （95%信頼限界 132－188）（実測濃度（有効成分換算値）に基づ

く） 

 －：測定せず 

 

（２）ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅱ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 3,800 

μg/L であった。 

表４ ミジンコ類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 流水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 250 500 1,000 2,000 4,000 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、 

 有効成分換算値） 

0 290 470 900 1,900 3,900 

遊泳阻害数/供試生物

数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 1/20 2/20 2/20 12/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 3,800（95%信頼限界 2,600-8,300）（実測濃度（有効成分換算値）に基

づく） 
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３．藻類 

（１）藻類生長阻害試験［ⅰ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、72hErC50 

＝ 23.2 μg/L であった。 

表５ 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 0.5×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値） 

0 6.4 20 64 200 640 2,000 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

有効成分換算値） 

0 1.1 2.4 5.0 20 92 420 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

131 112 100 30 12 1.4 0.9 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 2.7 4.7 26.2 43.3 82.3 89.4 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 
23.2（95%信頼限界 19.1－28.1）（実測濃度（有効成分換算値）

に基づく） 

 

（２）藻類生長阻害試験［ⅱ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、72hErC50 

＝ 12.6μg/L であった。 

表６ 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 0.5×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

(有効成分換算値) 

0 3.7 11 33 100 300 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 有効成分換算値） 

0 0.444 1.08 2.67 10.6 15.4 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

74.0 71.3 71.7 39.5 13.9 2.37 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 1 1 13 33 69 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 
12.6（95％信頼限界 125－127）（実測濃度（有効成分換算値）に

基づく） 
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Ⅲ．水産動植物被害予測濃度（水産 PEC） 

１．製剤の種類及び適用農作物等 

 農薬登録情報提供システム（（独）農林水産消費安全技術センター）によれば、本

農薬は製剤として水和剤があり、適用農作物等は、果樹、野菜、いも、豆、花き、樹

木、芝等がある。 

 

２．水産 PEC の算出 

（１）非水田使用時の PEC 
非水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第

1 段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準

拠して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

表７ PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤の

密度は 1g/mL として算出）） 

14,000 

剤  型 80％水和剤 Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回単位

面積当たりの最大

使用量 

1,750mL／10a 

（400 倍に希釈した

薬剤を 10a 当たり

700L 散布） 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

（２）水産 PEC 算出結果 

   （１）より、水産 PEC は 0.22 μg/L となる。 

非水田 PECTier1による算出結果 0.22 μg/L  
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Ⅳ．総 合 評 価 

１．水産動植物の被害防止に係る登録保留基準値 

各生物種の LC50、EC50は以下のとおりであった。 

魚類［ⅰ］（コイ急性毒性）         96hLC50  ＝  4,700   μg/L 

魚類［ⅱ］（コイ急性毒性）             96hLC50  ＝  2,040   μg/L 

甲殻類等［ⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害） 48hEC50  ＝    156   μg/L 

甲殻類等［ⅱ］（オオミジンコ急性遊泳阻害） 48hEC50   ＝  3,800   μg/L 

藻類［ⅰ］（ムレミカヅキモ生長阻害）      72hErC50 ＝     23.2 μg/L 

藻類［ⅱ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝     12.6 μg/L 

  

魚類急性影響濃度（AECf）については、魚類［ⅱ］の LC50（2,040μg/L）を採用

し、不確実係数 10 で除した 204μg/L とした。 

 

甲殻類等急性影響濃度（AECd）については、甲殻類等［ⅰ］の EC50（156μg/L）

を採用し、不確実係数 10 で除した 15.6μg/L とした。 

 

藻類急性影響濃度（AECa）については、藻類［ⅱ］の ErC50（12.6μg/L）を採用

し 12.6μg/L とした。 

 

これらのうち最小の AECa より、登録保留基準値は 12μg/L とする。 

 

２．リスク評価 

水産 PEC は 0.22μg/L であり、登録保留基準値 12μg/L を超えていないことを確認

した。 

 

＜検討経緯＞ 

 平成 28 年 10 月 12 日 平成 28 年度水産動植物登録保留基準設定検討会（第４回） 

 平成 28 年 11 月 11 日 中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 54 回） 
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水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準として 

環境大臣が定める基準の設定に関する資料 

 

塩基性塩化銅、塩基性硫酸銅、無水硫酸銅、 

硫酸銅五水和物及び水酸化第二銅 

Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．物質概要 

（１）塩基性塩化銅 

化学名 塩基性塩化銅 

分子式 Cl2Cu4H6O6 分子量 427.1 CAS NO. 1332-40-7 

構造式 CuCl2･3Cu(OH)2 

 

（２）塩基性硫酸銅 

化学名 塩基性硫酸銅 

分子式 Cu4H7O10.5S 分子量 461.3 CAS NO. 
12527-76-3 

1344-73-6（無水物） 

構造式 CuSO4･3Cu(OH)2･1/2H2O 

 

（３）無水硫酸銅 

化学名 無水硫酸銅 

分子式 CuSO4 分子量 159.6 CAS NO. 7758-98-7 

構造式 CuSO4 

 

（４）硫酸銅五水和物 

化学名 硫酸銅五水和物 

分子式 CuH10O9S 分子量 249.7 CAS NO. 7758-99-8 

構造式 CuSO4･5H2O 

 

（５）水酸化第二銅 

化学名 水酸化第二銅 

分子式 CuH2O2 分子量 97.6 CAS NO. 20427-59-2 

構造式 Cu(OH)2 
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＜注＞ 

 （１）～（５）の物質は水系では銅イオンとして存在するため、銅として基準値を設

定するものとする。 

 

 

２．作用機構等 

 銅は、無機殺菌剤であり、その作用機構は、可溶態の銅が病原菌体に吸着、透過し、

原形質のＳＨ化合物と反応することにより、タンパク質などのＳＨ基をブロックし、酵

素系の阻害などを引き起こすものである。 

 各原体国内生産量は、塩基性塩化銅として 510.0ｔ（24 年度※）、511.6ｔ（25 年度※）、

531.0ｔ（26 年度※）、塩基性硫酸銅として 3,478.8ｔ（24 年度※）、3,866.2t（25 年

度※）、4,002.5ｔ（26 年度※）、硫酸銅として 877.1ｔ（24 年度※）、814.9ｔ（25 年

度※）、960.5ｔ（26 年度※）、輸入量は、塩基性塩化銅として 39.8ｔ（24 年度※）、 

63.0ｔ（25 年度※）、42.0ｔ（26 年度※）、水酸化第二銅として 14.7ｔ（24 年度※）、

17.0ｔ（25 年度※）、10.3ｔ（26 年度※）であった。 

※年度は農薬年度（前年 10 月～当該年 9月）、出典：農薬要覧-2015-（（社）日本植物防疫協会） 

 

（１）塩基性塩化銅 

 塩基性塩化銅の初回登録は 1960 年である。 

 製剤は粉剤及び水和剤が、適用農作物等は稲、果樹、野菜、いも、豆、花き、樹木等

がある。 

 

（２）塩基性硫酸銅 

 塩基性硫酸銅の初回登録は 1962 年である。 

 製剤は粉剤及び水和剤が、適用農作物等は稲、麦、果樹、野菜、いも、豆、茶及び樹

木がある。 

 

（３）無水硫酸銅 

 無水硫酸銅の初回登録は 1993 年である。 

 製剤は水和剤が、適用農作物等は果樹、野菜、いも、豆等がある。 

 

（４）硫酸銅五水和物 

 硫酸銅五水和物の初回登録は 1948 年である。 

 製剤は粉状及び塊状であり、適用農作物等は麦、果樹、野菜、いも、豆等がある。 

 

（５）水酸化第二銅 

 水酸化第二銅の初回登録は 1983 年である。また、別途登録申請がされている。 

 製剤は水和剤が、適用農作物等は稲、果樹、野菜、いも、豆、樹木、芝、くわい等が

あり、新たに登録申請されているものは製剤は水和剤が、適用農作物等は果樹及び野菜

がある。 
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３．各種物性 

（１）塩基性塩化銅 

外観・臭気 

淡緑色固体粉末、無臭 

土壌吸着係数 

 

KF
ads
oc＝9,500 

 

ごくうすい緑色固体粉末、

無臭（室温） 

緑～青緑色（室温） 

粉末（25℃） 

無臭（室温） 

融点 

－ 

オクタノール

／水分配係数 

－ 

 

220℃で分解のため 

測定不能 

－ 

沸点 

－ 

生物濃縮性 － 
220℃で分解のため 

測定不能 

－ 

蒸気圧 － 密度 

－ 

3.6 g/cm3（22℃） 

－ 

加水分解性 － 水溶解度 

－ 

1.0 ×10-2μg/L 以下 

－ 

水中光分解性 － 
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（２）塩基性硫酸銅 

外観・臭気 

淡緑色（室温） 

塊だらけの粉末（20℃） 

無臭（22℃） 

土壌吸着係数 KF
ads
oc＝9,500 

青緑色粉末、無臭 

ごくうすい緑粉末、無臭 

灰緑色（17.5℃） 

粉末状固体 

識別できるほどの臭気な

し 

融点 

＞ 360℃ 

オクタノール

／水分配係数 
－ 

＞ 360℃ 

＞ 300℃ 

＞ 250℃ 

沸点 － 生物濃縮性 － 

蒸気圧 － 密度 

3.9 g/cm3（20.5℃） 

3.9 g/cm3（20℃） 

3.4 g/cm3（22℃） 

0.86g/cm3（20.8℃） 

加水分解性 － 水溶解度 

1.06×103 μg/L 

  （20℃、pH6.1－6.4） 

2.20×102 μg/L 

  （20℃、pH7.4） 

5.00×105 μg/L 

  （20℃、pH5.6） 

＜3.42×103 μg/L（pH6.2） 

＜2.55×102 μg/L（pH9.8） 

－ 

水中光分解性 － 
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（３）無水硫酸銅 

外観・臭気 白色粉末、無臭 土壌吸着係数 － 

融点 － 
オクタノール

／水分配係数 
－ 

沸点 － 生物濃縮性 － 

蒸気圧 － 密度 3.6 g/cm3 

加水分解性 － 水溶解度 1.68×108 μg/L（20℃） 

水中光分解性 － 

 

（４）硫酸銅五水和物 

外観・臭気 青色結晶性粉末、無臭 土壌吸着係数 － 

融点 － 
オクタノール

／水分配係数 
－ 

沸点 － 生物濃縮性 － 

蒸気圧 － 密度 2.3 g/cm3 

加水分解性 － 水溶解度 2.43×108 μg/L（0℃） 

水中光分解性 － 
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（５）水酸化第二銅 

外観・臭気 

淡青色固体粉末、無臭 

土壌吸着係数 

KOC ＝ 12,000 

緑みの青（23.6℃） 

固体粉末（24.0℃） 

無臭（24.0℃） 

－ 

融点 

130－195℃で分解のため 

測定不能 オクタノール

／水分配係数 
－ 

140℃で分解のため 

測定不能 

沸点 

130－195℃で分解のため 

測定不能 
生物濃縮性 － 

140℃で分解のため 

測定不能 

蒸気圧 

無機塩のため無視できる

ほどに低い 
密度 

4.0 g/cm3（19.9℃） 

140℃で分解のため 

測定不能 
3.4 g/cm3（25℃） 

加水分解性 － 水溶解度 

8.18×106 μg/L 

  （20℃、pH4.1） 

9.32×102 μg/L 

  （20℃、pH7.0） 

6.6 μg/L 

  （20℃、pH8.9） 

33.5 μg/L 

  （20℃、pH9.7） 

7.2 μg/L 

  （30℃、pH8.7） 

2.9×103 μg/L（25℃、pH7） 

水中光分解性 － 
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Ⅱ．水産動植物への毒性 
１．魚類 

（１）魚類急性毒性試験 

 ①塩基性塩化銅・魚類急性毒性試験［ⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 5,340 μg/L であった。 

 

表１ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（24 時間毎に換水） 

暴露期間 96h  

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 5.7 

 

18 

 

57 

 

180 

 

570 

 

1,800 

0 

5,700 

 

18,000 

 

57,000 

 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 － － 51 140 

430 1,200 3,500 9,000 24,000 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 0/10 0/10 0/10 

0/10 1/10 0/10 9/10 10/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 5,340（95%信頼限界 3,200－9,090）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

－：定量限界未満 
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②塩基性塩化銅・魚類急性毒性試験［ⅱ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞5,080μg/L であった。 

 

表２ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ(Cyprinus carpio) 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（24 時間毎に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 5,830 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 5,080 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 

助剤 硬化ヒマシ油  100mg/L 

LC50（μg/L） ＞5,080（実測濃度（銅換算値)に基づく） 

 

 ③塩基性塩化銅・魚類急性毒性試験［ⅲ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞39 μg/L であった。 

 

表３ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 7 尾/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 96h  

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 29.7 44.6 59.5 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、 

 銅換算値） 

0 21 27 39 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/7 0/7 0/7 1/7 

助剤 なし 

LC50（μg/L） ＞39（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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   ④塩基性硫酸銅・魚類急性毒性試験［ⅳ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞3,530 μg/L であった。 

 

表４ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間毎に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 325 650 1,300 2,600 5,200 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 263 525 1,019 1,966 3,530 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 0/10 0/10 0/10 0/10 

助剤 硬化ヒマシ油  100mg/L 

LC50（μg/L） ＞3,530（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

⑤塩基性硫酸銅・魚類急性毒性試験［ⅴ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 364 μg/L であった。 

 

表５ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 7 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間毎に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（有効成分換算値、

銅換算値） 

0 240 520 1,200 2,500 5,500 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

銅換算値） 

0 215 474 1,050 2,260 4,960 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/7 1/7 5/7 7/7 6/7 5/7 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 364（95%信頼限界 198－523)（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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⑥塩基性硫酸銅・魚類急性毒性試験［ⅵ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＞ 59.0 μg/L であった。 

 

表６ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間毎に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 51,400 

 

実測濃度（μg/L） 

（ろ過後時間加重平

均値、銅換算値） 

0 59.0 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） ＞ 59.0（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

 ⑦無水硫酸銅・魚類急性毒性試験［ⅶ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 99μg/L であった。 

 

表７ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 10 尾/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 40 50 70 90 110 140 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 1/10 1/10 3/10 3/10 7/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 99（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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 ⑧硫酸銅五水和物・魚類急性毒性試験［ⅷ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 1,900 μg/L であった。 

 

表８ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 7 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間毎に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 510 1,020 2,040 4,070 8,140 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、 

 銅換算値） 

0 490 860 1,330 2,580 4,160 

死亡数/供試生物

数（96hr 後；尾） 

0/7 

 

1/7 1/7 2/7 5/7 7/7 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 1,900（95%信頼限界 1,200－3,600）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

 ⑨硫酸銅五水和物・魚類急性毒性試験［ⅸ］（ヒメダカ） 

ヒメダカを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 120 μg/L であった。 

 

表９ 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 ヒメダカ（Oryzias latipes） 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 48時間後に換水） 

暴露期間 96h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 25 46 81 143 260 460 

実測濃度（μg/L） 

（暴露開始時～ 

   暴露終了時）

（銅換算値） 

0 24.1～

24.3 

42.5～ 

42.2 

75.8～ 

71.5 

122～ 

131 

231～ 

230 

400～ 

420 

死亡数/供試生物

数（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 0/10 2/10 8/10 8/10 10/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 120（95%信頼限界 90－170）（設定濃度（銅換算値）に基づく） 
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⑩水酸化第二銅・魚類急性毒性試験［ⅹ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 420 μg/L であった。 

 

表 10 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 7 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 48時間後に換水） 

暴露期間 96h  

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 620 

 

1,110 

 

1,980 

 

3,460 

 

6,190 

 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 100 160 270 420 720 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/7 0/7 0/7 1/7 4/7 6/7 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 420（95%信頼限界 310－610）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

   ⑪水酸化第二銅・魚類急性毒性試験［ⅹⅰ］（コイ） 

コイを用いた魚類急性毒性試験が実施され、96hLC50 ＝ 50 μg/L であった。 

 

表 11 魚類急性毒性試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 コイ（Cyprinus carpio） 10 尾/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間毎に換水） 

暴露期間 96h  

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 21 36 65 117 208 365 651 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 15 

 

23 

 

39 

 

64 

 

109 

 

185 

 

294 

 

死亡数/供試生物数

（96hr 後；尾） 

0/10 0/10 0/10 4/10 7/10 9/10 10/10 10/10 

助剤 なし 

LC50（μg/L） 50（95%信頼限界 40－64）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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２．甲殻類等 

（１）ミジンコ類急性遊泳阻害試験 

①塩基性塩化銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝30.9 

μg/L であった。 

 

表 12 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式(暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 2.6 5.7 13 26 

57 130 260 570  

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 － － － － 

29 74 130 250  

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 0/20 5/20 

14/20 17/20 18/20 20/20  

助剤 なし 

EC50（μg/L） 30.9（95%信頼限界 24.4－39.9）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

－：定量限界未満 
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②塩基性塩化銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅱ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝61μg/L

であった。 

ミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験の結果得られた毒性緩和係数 47 を

乗じて 48hEC50 ＝ 2,870 μg/L であった。 

 

表 13 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 5.8 18.7 58.3 187 583 1,870 5,830 

実測濃度（μg/L） 

(時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 2.6 8.0 22.9 58.9 157 491 1,370 

遊泳阻害数/供試

生物数（48hr 後；

頭） 

1/20 1/20 1/20 1/20 13/20 13/20 20/20 20/20 

助剤 硬化ヒマシ油 100mg/L 

EC50（μg/L） 61（95%信頼限界 40.2－94.6）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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  ミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験が実施さ

れ、毒性緩和係数は 47 であった。 

 

表 14 ミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

フミン酸（HA） 

設定濃度（mg/L） 

0 2.5 5 10 

全有機炭素（TOC） 

実測濃度（mg/L） 

0 0.52 1.24 2.75 

被験物質設定濃度 

（μg/L） 

HA0 0、10、32、100、320、1,000、3,200、10,000 

HA2.5～10 0、10、32、100、320、1,000、3,200、10,000、32,000、100,000 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 

 

HA0   108（95%信頼限界    32 －    320） 

HA2.5 2,980（95%信頼限界 2,070 －  4,290） 

HA5 5,060（95%信頼限界 3,300 －  8,140） 

HA10 7,150（95%信頼限界 4,840 － 10,600） 

毒性緩和係数 5,060（μg/L）（EC50（TOC1.5mg/L)）／108（μg/L）（EC50（HA0)） 

≒47 

HA0 ：フミン酸  0 ㎎/L 

HA2.5：フミン酸  2.5 ㎎/L 

HA5 ：フミン酸  5 ㎎/L 

HA10 ：フミン酸 10 ㎎/L 
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③塩基性塩化銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅲ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝1,430

μg/L であった。 

 

表 15 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 744 1,480 2,970 5,950 11,900 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、  

 銅換算値） 

0 339 827 1,600 3,750 6,820 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 6/20 8/20 20/20 20/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 1,430（95%信頼限界 1,130－1,790）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

 ④塩基性硫酸銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅳ］（オオミジンコ） 

 オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 9.0 

μg/L であった。 

 ミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験の結果得られた毒性緩和係数

6.8 を乗じて 48hEC50 ＝ 61.2 μg/L であった。 

 

表 16 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 1.6 3.1 6.2 12.5 25.0 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 1.4 2.8 5.5 10.4 20.0 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 4/20 10/20 20/20 

助剤 硬化ヒマシ油  100mg/L 

EC50（μg/L） 9.0（95%信頼限界 7.5－11.0）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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ミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験が実施さ

れ、毒性緩和係数は 6.8 であった。 

 

表 17 ミジンコ類急性遊泳阻害共存有機物質影響試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

フミン酸（HA） 

設定濃度（mg/L） 

0 2.5 5 10 

全有機炭素（TOC） 

実測濃度（mg/L） 

0 0.67 1.36 2.82 

被験物質設定濃度 

（μg/L） 

HA0 0、5.00、8.90、16.0、28.0、 50.0 

HA2.5～10                  50.0、110、230、500、1,100、2,300、

5,000 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 

 

HA0   25.7（95%信頼限界  22.3 －  29.6） 

HA2.5   94.0（95%信頼限界  77.7 － 111） 

HA5  172  （95%信頼限界 110   － 230） 

HA10  293  （95%信頼限界 230   － 500） 

毒性緩和係数 176（μg/L）（EC50（TOC1.5mg/L)）／25.7（μg/L）（EC50（HA0)） 

≒6.8 

HA0 ：フミン酸  0 ㎎/L 

HA2.5：フミン酸  2.5 ㎎/L 

HA5 ：フミン酸  5 ㎎/L 

HA10 ：フミン酸 10 ㎎/L 



塩基性塩化銅、塩基性硫酸銅、無水硫酸銅、硫酸銅五水和物及び水酸化第二銅 資料 

 

 51

 ⑤塩基性硫酸銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅴ］（オオミジンコ） 

 オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝8.3 

μg/L であった。 

 

表 18 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 半止水式（暴露開始 24時間後に換水） 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 1.1 2.2 4.4 8.8 18 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

 銅換算値） 

0 1.2 1.9 3.7 6.6 12 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 1/20 7/20 16/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 8.3（95%信頼限界 6.6－9.9）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

 ⑥塩基性硫酸銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅵ］（オオミジンコ） 

 オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 

12.1 μg/L であった。 

 

表 19 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 6.4 14.0 30.9 67.8 149 

329 724 1,590 3,220 7,710  

実測濃度（μg/L） 

（ろ過後時間加重平

均値、銅換算値） 

0 1.00 1.80 3.99 5.07 8.36 

14.4 19.5 35.6 60.7 94.5  

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 1/20 3/20 5/20 

11/20 15/20 20/20 20/20 20/20  

助剤 なし 

EC50（μg/L） 12.1（95%信頼限界 10.0－14.4）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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 ⑦無水硫酸銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅶ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 5.5 

μg/L であった。 

 

表 20 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 0.76 1.37 2.46 4.42 7.96 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

 銅換算値） 

0 0.553 1.18 2.31 3.73 7.21 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 1/20 4/20 14/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 5.5（95%信頼限界 4.6－7.4）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

⑧硫酸銅五水和物・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅷ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 10  

μg/L であった。 

 

表 21 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

(銅換算値) 

0 6 11 25 56 115 255 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、銅換算値） 

0 3 8 19 43 92 205 

遊泳阻害数/供試生物数

（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 1/20 4/20 20/20 20/20 20/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 10（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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⑨硫酸銅五水和物・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅸ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 3.8 

μg/L であった。 

 

表 22 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 0.8 1.4 2.5 4.6 8.0 14 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、 

銅換算値） 

0 0.7 1.2 2.0 3.7 5.9 10.6 

遊泳阻害数/供試生物

数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 0/20 0/20 11/20 18/20 20/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 3.8（95%信頼限界（3.3－4.3）（実測濃度(銅換算値）に基づく） 

 

 ⑩水酸化第二銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅹ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝25.1 

μg/L であった。 

 

表 23 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 9.99 

 

16.0 

 

25.0 

 

39.9 

 

46.1 

 

99.9 

 

実測濃度（μg/L） 

（ろ過後時間加重 

 平均値、銅換算値） 

0 4.80 8.40 13.6 21.6 25.6 41.6 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 1/20 4/20 7/20 15/20 20/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 20.4（95%信頼限界 19.3－21.7）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 



塩基性塩化銅、塩基性硫酸銅、無水硫酸銅、硫酸銅五水和物及び水酸化第二銅 資料 

 

 54

 ⑪水酸化第二銅・ミジンコ類急性遊泳阻害試験［ⅹⅰ］（オオミジンコ） 

オオミジンコを用いたミジンコ類急性遊泳阻害試験が実施され、48hEC50 ＝ 35  

μg/L であった。 

 

表 24 ミジンコ類急性遊泳阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 オオミジンコ（Daphnia magna） 20 頭/群 

暴露方法 止水式 

暴露期間 48h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 6.5 12 21 36 65 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

 銅換算値） 

0 7.8 12 21 34 59 

遊泳阻害数/供試生

物数（48hr 後；頭） 

0/20 0/20 2/20 2/20 7/20 20/20 

助剤 なし 

EC50（μg/L） 35（95%信頼限界 29－44）（設定濃度（銅換算値）に基づく） 
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３．藻類 

（１）藻類生長阻害試験 

 ①塩基性塩化銅・藻類生長阻害試験［ⅰ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 228 μg/L であった。 

 

表 25 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 5.7 

 

13 

 

26 

 

57 

 

130 

 

260 

 

570 

 

1,300 

 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 － 

 

－ 

 

21 

 

48 

 

110 

 

240 

 

470 

 

1,100 

 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

138 151 146 159 63.2 17.0 7.30 4.55 3.80 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -1.7 -1.0 -2.7 18 43 60 69 73 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 228（95%信頼限界 212－246）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

－：定量限界未満 
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 ②塩基性塩化銅・藻類生長阻害試験［ⅱ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 621 μg/L であった。 

 

表 26 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 52.5 111 222 461 933 1,980 4,080 

実測濃度（μg/L） 

（暴露開始時～ 

   暴露終了時） 

0 99.5 

～ 

90.1 

215 

～ 

216 

418 

～ 

401 

908 

～ 

924 

1,670 

～ 

1,640 

3,540 

～ 

3,440 

7,670 

～ 

7,320 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

253 277 169 85.8 9.47 5.85 4.30 3.27 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -1.6 7.3 19.5 59.6 68.1 73.8 78.8 

助剤 硬化ヒマシ油 100mg/L 

ErC50（μg/L） 621（95%信頼限界 544－708）（設定濃度（銅換算値）に基づく） 
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 ③塩基性塩化銅・藻類生長阻害試験［ⅲ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 23μg/L であった。 

 

表 27 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 0.497×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度 

（μg/L） 

（銅換算値） 

0 1,720 3,150 5,650 10,100 18,400 33,300 59,500 

実測濃度 

（μg/L） 

(算術平均値、 

銅換算値） 

0 1.0 2.0 4.0 6.0 10 20 29 

72hr 後生物量

（×

104cells/mL） 

30.8 35.2 32.2 37.2 36.2 22.5 8.31 1.18 

0-72hr 生長阻

害率（％） 

 0 0 0 0 8 32 79 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 23（95%信頼限界 20－26）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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④塩基性硫酸銅・藻類生長阻害試験［ⅳ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 1,720 μg/L であった。 

 

表 28 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 15.6 35.9 83.2 187 432 988 2,290 5,200 

実測濃度（μg/L） 

（時間加重平均値、

銅換算値） 

0 12.3 26.3 64.0 161 383 884 1,930 4,550 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

295 297 297 262 98.6 57.4 36.6 22.8 5.49 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -0.1 -0.1 2.1 19.3 28.9 36.7 45.1 70.4 

助剤 硬化ヒマシ油  100mg/L 

ErC50（μg/L） 1,720（95%信頼限界 1,480－2,010）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

⑤塩基性硫酸銅・藻類生長阻害試験［ⅴ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 20 μg/L であった。 

 

表 29 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 5,200 9,400 17,000 31,000 55,000 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

 銅換算値） 

0 5.0 8.3 14 24 43 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

140 140 130 85 5.0 1.5 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 0.43 0.99 10 68 92 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 20（95%信頼限界 19.8－21.5）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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⑥塩基性硫酸銅・藻類生長阻害試験［ⅵ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＞ 30.7 μg/L であった。 

 

表 30 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 5.1 

 

16.4 

 

52.4 

 

168 

 

539 

 

実測濃度（μg/L） 

（ろ過後幾何平均値、

銅換算値） 

0 1.50 4.61 5.02 7.99 30.7 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

141 149 150 161 131 58.1 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -1.1 -1.1 -2.7 1.4 18 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） ＞ 30.7（95%信頼限界 30.8－92.5）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

⑦無水硫酸銅・藻類生長阻害試験［ⅶ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 24.9 μg/L であった。 

 

表 31 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 7.9 11.8 17.7 26.6 39.8 

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、 

 銅換算値） 

0 6.8 9.6 13.7 22.6 32.9 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

159 152 157 112 12.4 4.07 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 0.89 0.25 6.9 50 72 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 24.9（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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⑧硫酸銅五水和物・藻類生長阻害試験［ⅷ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 26 μg/L であった。 

 

表 32 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 6 11 25 56 115 255 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、銅換

算値） 

0 5 9 19 40 70 130 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

142 147 144 22.2 4.5 0.7 1.2 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -0.73 -0.34 37 70 110 96 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 26（95%信頼限界 25－27）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

⑨硫酸銅五水和物・藻類生長阻害試験［ⅸ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 15 μg/L であった。 

 

表 33 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1.0×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 3 5 8 14 26 

実測濃度（μg/L） 

（算術平均値、 

 銅換算値） 

0 3 4 6 11 20 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

88.8 90.1 86.8 81.7 35.6 2.78 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 -0.33 0.52 1.9 20 77 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 15（95%信頼限界 15－16）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 
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⑩水酸化第二銅・藻類生長阻害試験［ⅹ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 17 μg/L であった。 

 

表 34 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 0.5×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

（銅換算値） 

0 4.9 

 

10 

 

23 

 

49 

 

110 

 

230 

 

実測濃度（μg/L） 

（遠心分離後 

 時間加重平均値、 

 銅換算値） 

0 2 3 5 12 20 30 

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

120 116 104 74 18 5.1 1.2 

0-72hr 生長阻害率 

（％） 

 1 3 9 35 58 85 

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 17（95%信頼限界 17－18）（実測濃度（銅換算値）に基づく） 

 

⑪水酸化第二銅・藻類生長阻害試験［ⅹⅰ］（ムレミカヅキモ） 

Pseudokirchneriella subcapitata を用いた藻類生長阻害試験が実施され、

72hErC50 ＝ 61 μg/L であった。 

表 35 藻類生長阻害試験結果 

被験物質 原体 

供試生物 P. subcapitata 初期生物量 1×104cells/mL 

暴露方法 振とう培養 

暴露期間 72h 

設定濃度（μg/L） 

※銅換算値 

0 2.1 3.6 6.5 12 21 36 

65 117 208  

実測濃度（μg/L） 

（幾何平均値、銅換算値） 

0 － － － 8.9 15 29 

45 94 176  

72hr 後生物量 

（×104cells/mL） 

91.8 89.3 84.5 80.0 69.6 53.6 21.4 

4.96 3.44 2.49  

0-72hr 生長阻害率（％）  0.6 1.8 3.1 6.1 12 32 

65 73 80  

助剤 なし 

ErC50（μg/L） 61（95%信頼限界 53－70）（設定濃度（銅換算値）に基づく） 

－：測定せず 
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Ⅲ．水産動植物被害予測濃度（水産 PEC） 

１．製剤の種類及び適用農作物等 

農薬登録情報提供システム（（独）農林水産消費安全技術センター）によれば、本

農薬の製剤及び適用農作物等は以下のとおりである。 

 

（１）塩基性塩化銅 

本農薬は製剤として粉剤及び水和剤があり、適用農作物等は稲、果樹、野菜、

いも、豆、花き、樹木等がある。 

 

（２）塩基性硫酸銅 

本農薬は製剤として粉剤及び水和剤があり、適用農作物等は、稲、麦、果樹、

野菜、いも、豆、茶及び樹木がある。 

 

（３）硫酸銅 

本農薬は製剤として粉末及び水和剤があり、適用農作物等は麦、果樹、野菜、

いも、豆等がある。 

 

（４）水酸化第二銅 

本農薬は製剤として水和剤があり、適用農作物等は稲（種子処理）、果樹、野

菜、いも、豆、樹木、芝、くわい等がある。 

 

２．水産 PEC の算出 

本農薬は、水田使用及び非水田使用のいずれの場面においても使用されるため、そ

れぞれの使用場面ごとに PEC が最も高くなる使用方法について、PEC を算出する。 
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（１）水田使用時の PEC 

水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第 2

段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準拠

して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

①塩基性塩化銅 

 

表 36 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（水田使用第２段階） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 稲 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量 

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

2,000※ 

剤  型 
8.4%粉剤 

（銅含有量 5.0%） 
ドリフト量 考  慮 

当該剤の単回・単位

面積当たりの最大使

用量 ※算出値 

4 ㎏/10a 

（10a 当たり薬剤

4㎏を使用) 

Ap：農薬使用面積（ha） 50 

fp：使用方法による農薬流出係数（-） 1 

Koc：土壌吸着係数 9,500 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Te：毒性試験期間（day） 4 

使用方法 茎葉散布 

止水期間（day） 7 

加水分解 考慮せず 

水中光分解 考慮せず 

水質汚濁性試験成績（mg/L） 

0 日 0.314 

1 日 0.152 

2 日 0.092 

3 日 0.124 

5 日 0.12 

7 日 0.076 

10 日 0.038 

14 日 0.029 

※銅換算値 

 

 これらのパラメーターより水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

水田 PECTier2による算出結果 0.16 μg/L 
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 ②塩基性硫酸銅 

 

表 37 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（水田使用第２段階） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 稲 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量 

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値） 

2,400※ 

剤  型 
11.1%粉剤 

（銅含有量 6.0％） 
ドリフト量 考  慮 

当該剤の単回・単

位面積当たりの最

大使用量 ※算出

値 

4 ㎏/10a 

（10a 当たり薬剤 4

㎏を散布) 

Ap：農薬使用面積（ha） 50 

fp：使用方法による農薬流出係数（-） 1 

Koc：土壌吸着係数 
9,500 

 

地上防除/航空防

除の別 
地上防除 Te：毒性試験期間（day） 2 

使用方法 茎葉散布 

止水期間（day） 7 

加水分解 考慮せず 

水中光分解 考慮せず 

水質汚濁性試験成績（mg/L） 

0 日 0.314 

1 日 0.152 

2 日 0.092 

3 日 0.124 

7 日 0.076 

14 日 0.029 

※銅換算値 

 

 これらのパラメーターより水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水田 PECTier2による算出結果 0.16 μg/L 
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 ③水酸化第二銅 

表 38 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（水田使用第２段階） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 くわい 

I：単回・単位面積当たりの有効成分

量 

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度

を乗じた上で、単位を調整した値（製

剤の密度は 1g/mL として算出）） 

1,500※ 

剤  型 
76.8%水和剤 

（銅含有量 50.0%） 
ドリフト量 考  慮 

当該剤の単回・単位

面積当たりの最大使

用量 ※算出値 

300ml/10a 

(1,000 倍に希釈 

した薬液を 10a 

当たり 300L 使用) 

Ap：農薬使用面積（ha） 50 

fp：使用方法による農薬流出係数（-） 1 

Koc：土壌吸着係数 9,500 

地上防除/航空防除

の別 
地上防除 Te：毒性試験期間（day） 2 

使用方法 散  布 

止水期間（day） 7 

加水分解 考慮せず 

水中光分解 考慮せず 

水質汚濁性試験成績（mg/L） 

0 日 0.314 

1 日 0.152 

2 日 0.092 

3 日 0.124 

7 日 0.076 

14 日 0.029 

※銅換算値 

 

 これらのパラメーターより水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 
水田 PECTier2による算出結果 0.16 μg/L 
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（２）非水田使用時の PEC 
非水田使用時において、PEC が最も高くなる使用方法（下表左欄）について、第

1 段階の PEC を算出する。算出に当たっては、農薬取締法テストガイドラインに準

拠して下表右欄のパラメーターを用いた。 

 

 ①塩基性塩化銅 

表 39 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

11,200※ 

剤 型 
81.0%水和剤 

（銅含有量 48.0%） 
Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回単位

面積当たり最大使

用量 

700L/10a 

（300 倍に希釈した

薬液を 10a 当たり

700L 使用) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防

除の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 茎葉散布 

Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

※銅換算値 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

非水田 PECTier1による算出結果 0.18 μg/L 
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 ②塩基性硫酸銅 

 

表 40 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

5,600※ 

剤 型 
58.0%水和剤 

（銅含有量 32.0％） 
Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回・単

位面積当たり最大

使用量 

700L/10a 

(400 倍に希釈 

した薬液を 10a 

当たり 700L 

使用) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防

除の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

※銅換算値 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

非水田 PECTier1による算出結果 0.088 μg/L 
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 ③無水硫酸銅 

 

表 41 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

1,680※ 

剤 型 
30.0%水和剤 

（銅含有量 12.0%） 
Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回・単

位面積当たり最大

使用量 

1.4L/10a 

(500 倍に希釈 

した薬液を 10a 

当たり 700L 使用) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防

除の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散  布 
Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

※銅換算値 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

非水田 PECTier1による算出結果 0.026 μg/L 
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 ④硫酸銅五水和物 

 

表 42 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値 

10,529※ 

剤 型 
98.5%粉末 

（銅含有量 25.1%） 
Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回・単

位面積当たり最大

使用量 

4,200g/10a 

(硫酸銅五水和物の

粉末 6g/L 含有の薬

剤を 10a 当たり

700L 使用) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防

除の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散  布 
Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

※銅換算値 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

非水田 PECTier1による算出結果 0.17 μg/L 



塩基性塩化銅、塩基性硫酸銅、無水硫酸銅、硫酸銅五水和物及び水酸化第二銅 資料 

 

 70

 ⑤水酸化第二銅 

 

表 43 PEC 算出に関する使用方法及びパラメーター 

（非水田使用第１段階：河川ドリフト） 

PEC 算出に関する使用方法 各パラメーターの値 

適用農作物等 果  樹 

I：単回・単位面積当たりの有効成分量

（有効成分 g/ha） 

(左側の最大使用量に、有効成分濃度を

乗じた上で、単位を調整した値（製剤

の密度は 1g/mL として算出）） 

7,000※ 

剤 型 
76.8%水和剤 

（銅含有量 50.0%） 
Driver：河川ドリフト率（%） 3.4 

当該剤の単回・単

位面積当たり最大

使用量 

1,400mL/10a 

(500 倍に希釈 

した薬液を 10a 

当たり 700L 使用) 

Zriver：1日河川ドリフト面積（ha/day） 0.12 

Ndrift：ドリフト寄与日数（day） 2 

地上防除/航空防

除の別 
地上防除 Ru：畑地からの農薬流出率（%） － 

使用方法 散  布 

Au：農薬散布面積（ha） － 

fu：施用法による農薬流出係数（-） － 

※銅換算値 

 

これらのパラメーターより、非水田使用時の PEC は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

（３）水産 PEC 算出結果 

   （１）及び（２）より、最も値の大きい非水田使用時の PEC 算出結果から、水産 PEC

は 0.18 μg/L となる。 

非水田 PECTier1による算出結果 0.11 μg/L 
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Ⅳ．総 合 評 価 

１．水産動植物の被害防止に係る登録保留基準値 

各生物種の LC50、EC50は以下のとおりであった。 

魚類［ⅰ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＝  5,340   μg/L 

魚類［ⅱ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＞  5,080   μg/L 

魚類［ⅲ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＞     39   μg/L 

魚類［ⅳ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＞  3,530   μg/L 

魚類［ⅴ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＝    364   μg/L 

魚類［ⅵ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＞     59.0 μg/L 

魚類［ⅶ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＝     99   μg/L 

魚類［ⅷ］（コイ急性毒性）             96hLC50 ＝  1,900   μg/L 

魚類［ⅸ］（ヒメダカ急性毒性）         96hLC50 ＝    120   μg/L 

魚類［ⅹ］（コイ急性毒性）              96hLC50 ＝    420   μg/L 

魚類［ⅹⅰ］（コイ急性毒性）           96hLC50 ＝     50   μg/L 

甲殻類等［ⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝     30.9 μg/L 

甲殻類等［ⅱ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝  2,870   μg/L 

甲殻類等［ⅲ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝  1,430   μg/L 

甲殻類等［ⅳ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝     61.2 μg/L 

甲殻類等［ⅴ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝      8.3 μg/L 

甲殻類等［ⅵ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝     12.1 μg/L 

甲殻類等［ⅶ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝      5.5 μg/L 

甲殻類等［ⅷ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝     10   μg/L 

甲殻類等［ⅸ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝      3.8 μg/L 

甲殻類等［ⅹ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）  48hEC50 ＝     20.4 μg/L 

甲殻類等［ⅹⅰ］（オオミジンコ急性遊泳阻害）48hEC50 ＝     35   μg/L 

藻類［ⅰ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝   228   μg/L 

藻類［ⅱ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝   621   μg/L 

藻類［ⅲ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝    23   μg/L 

藻類［ⅳ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝ 1,720   μg/L 

藻類［ⅴ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝    20   μg/L 

藻類［ⅵ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＞    30.7 μg/L 

藻類［ⅶ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝    24.9 μg/L 

藻類［ⅷ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝    26   μg/L 

藻類［ⅸ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝    15   μg/L 

藻類［ⅹ］（ムレミカヅキモ生長阻害）        72hErC50 ＝    17   μg/L 

藻類［ⅹⅰ］（ムレミカヅキモ生長阻害）      72hErC50 ＝    61   μg/L 
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魚類急性影響濃度（AECf）については、魚類［ⅹⅰ］の LC50（50μg/L）を採用

し、不確実係数 10 で除した 5.0μg/L とした。 

 

甲殻類等急性影響濃度（AECd）については、甲殻類等［ⅸ］の EC50（3.8μg/L）

を採用し、不確実係数 10 で除した 0.38μg/L とした。 

 

藻類急性影響濃度（AECa）については、藻類［ⅸ］の ErC50（15μg/L）を採用し、

15μg/L とした。 

 

これらのうち最小の AECd より、登録保留基準値は銅として 0.38μg/L とする。 

 

２．リスク評価 

水産 PEC は 0.18μg/L であり、登録保留基準値 0.38μg/L を超えていないことを確

認した。 

 

＜検討経緯＞ 
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 平成 28 年 10 月 12 日 平成 28 年度水産動植物登録保留基準設定検討会（第４回） 
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